
（純資産）
日本南ア・クロムの非支配株主持分が増加したこと
や当期純利益からの積み上がりなどにより、前期末
比19％増となりました。
自己資本比率は、前期末比△2.7ポイントの21.8％と
なりました。10% 
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売上債権や棚卸資産の増加などによります。
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投資有価証券の取得や長期貸付の実行などによります。
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長短借入金や社債による調達の増加などによります。
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本年度決算は、鋼材や金属資源の価格が前期に比べ高い水準にあったことなどにより、売上高は前期比18％増の１兆
7,911億円となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は、金属原料事業の営業利益増加に加えて、前期
の為替差損が差益に転じたことなどから、前期比６％増の173億円となりました。
期末配当は、業績が期初予想に比べ上振れたことから、本年度が創立70周年であったことも勘案して、普通配当65
円、記念配当10円の合わせて75円としております。
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(鉄鋼)
鋼材需要は回復基調を維持。原料高と需給のタイト
化による鋼材価格の上昇により増収に、利幅も価格
上昇期には拡大し、増益となりました。
(金属原料)
合金鉄価格の上昇と合金鉄･ステンレス母材の拡販
などにより増収に、損益面では販売益の増加に加え
前期赤字の昭和メタルの損益回復も寄与しました。
(非鉄金属)
国際価格上昇や銅スクラップの販売増により収益は
増加、前期の為替差損が差益に転換したことも増益
に寄与しました。
(食品)
海外産地の低調な水揚げや在庫減少による価格上昇
と堅調な販売により増収となったものの、仕入コス
ト上昇による利幅の縮小から減益になりました。
(石油・化成品)
製品価格は緩やかに上昇も、スポット取引の大幅な
減少により減収に、前期に高採算だった輸入日用雑
貨品の利幅縮小により、減益となりました。
(海外販売子会社)
シンガポールでの舶用石油やタイ･シンガポールで
のスクラップ拡販、インドネシア･北米での鋼材販
売増が収益を押し上げました。
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営業活動によるＣＦ

76 

（特別損益）
特別利益は関係会社の事業整理に伴う損失が想定よ
り少なかったことから、過年度の引当金の戻り益を
計上した他、有価証券の売却益が発生しました。
特別損失は子会社の製品保証分を引当てた他、譲渡
予定の子会社の出資金について評価損を計上しまし
た。

前期後半から上昇傾向に転じた鋼材や金属資源の価
格水準が前期に比べ高いレベルにあったことから、
前期比18％の増加となりました。
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コンクリート二次製品向け特殊金具製造業のジャパンライフを子会社化
中国/大明国際控股有限公司と鉄鋼総合加工センター合弁事業立ち上げ
南アフリカ/JOGMEC主導のウォーターバーグ白金族プロジェクトに参画決定
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非支配株主帰属分 △2 △3 

Ｅ Ｐ Ｓ

売上債権や投資有価証券の増加などにより、前期末比
24％増となりました。
　たな卸資産　　　1,348億円（前期末比 ＋22％）
　投資有価証券　1,097億円（前期末比　＋51％）
（内、関係会社株式 539億円（前期末比 ＋292％））

（負債）

仕入債務や長短借入金の増加などにより、前期末比
26％増となりました。有利子負債も約25％増加し、
ネットDERは1.5倍となりました。

前期比で約48億円の増加となり、その内、新規連結
した子会社の影響は約26億円でした。
また、人件費は約24億円（内、新規連結子会社分約
10億円）の増加となりました。

（営業外損益）
営業外収益は為替差益の発生の他、受取利息の増加
などにより、16％の増加となりました。
営業外費用は支払利息や支払手数料の増加などによ
り、19％の増加となりました。
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（実績も、株式併合の影響を加味して換算しております。）


